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【具体的な改善案】

令和5 令和6 04 22

地域生活支援事業 健康福祉部　社会福祉課　障がい福祉課係

2 「笑顔づくり」～安心と元気アップ！～ 4 障がい者の自立と社会参加の支援

5

事業利用者（総数） 人 3,102

障害者総合支援法に基づく市町村事業として地域生活支援事業を実施している。
必須事業：理解促進研修・啓発事業、相談支援事業、成年後見制度利用支援事業、
意思疎通支援事業、日常生活用具給付事業、手話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地域活動支援センター機能強化事業
任意事業：日中一時支援事業、訪問入浴事業、緊急一時支援事業
障がい者が地域で地域生活をしていく上で必要な事業の申請を行い利用決定し利用者証を交付する。所得により利用の1割分を自己負担する。
国県補助割合：国1/2以下、県1/4以下

各事業の実利用者数
相談支援事業：2,792人、成年後見制度：市長申立て0人・報酬助成1人、意思疎通支援事業：12人、日常生活用具給付事業：169人、移動支援事業：38人、地域活動支援
センター事業：24人、日中一時支援事業：61人、訪問入浴：3人、緊急一時支援事業：1人、福祉ホーム：1人
事業費：93,990千円（R4年度89,685千円）
毎年相談支援利用者数が増え続けていたが、R5年度は減少した。
移動支援事業については利用者数は減ってはいるものの、事業費としては伸びており、重度障がい者の利用が増加したことによるものである。
意思疎通支援事業については、新規の利用者1名があったことと、医療機関の受診等が激増したため、事業費が例年以上に伸びた。聴覚障がい者の情報保障という観
点から、予算の枯渇による支援の拒否はできないため、今後もこのような場合であっても対応する必要がある。
地域生活支援事業は地域の実情に合わせ、市独自に行うサービスである。障がい者の自立と社会参加のため、多様化したニーズに対応できるよう、質の高いサービスの
提供に努めていく必要がある。
（市長公約）地域活動への支援：24人（さくらんぼ17人、ほっとCHA 6人、ふれ愛みゆき1人）
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